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吉備国際大学大学院社会福祉学研究科修士課程
アタッチメント理論に基づく養育者への早期支援
中村 友美
キーワード:アタッチメント理論,子育て,早期支援
1.目的
養育者自身のアタッチメント形成の関連から,子どもを養
育する上で子育て家族がよりる要とする早期支援の役割を
検討することを目的とする。養育者の親とのアタッチメント形
成による世代間伝達の側面から,子どもにその後どのように
発達要因が変化するのか分析する。さらに,父親・母親の性
別役割分業から,養育者それぞれに必要な子育ての早期
支援となる手掛かりについて考察する.
2.研究方法
研究方法は,文献研究から「アタッチメント形成」,「世代
間伝達」,「早期支援」に関する文献や書籍などのデータを
精査する。また,養育者の親とのアタッチメント形成による世
代間伝達の側面から,子どもにその後どのように発達要囚が
変化するのか分析する。さらに乳幼児の視点から,子育て
家族が要求するきめ細かい子育て支援について分析する.
3.結果と考察
マルトリー トメントの発生要因には,複数の要因が複雑に
関与しているため,単一の理論モデルや単一の要因でその
発生要因を説明することはできない。子育てをしている養育
者にとって,養育者自身の自己を振り返る余裕が日々の生
活の中でほとんどない状態であり,養育者は無意識的に,
子どもにかける言葉やしぐさ,表情などが自身の母親から受
けた被養育体験と似たスタイルになっているということが,本
研究で明らかとなった。また,子育て家族の支援において,
その家族が持つ力を発揮できるようにすることが重要である
が,マルトリー トメントと“しつけ"の境界は日本では曖味なま
ま残されている。
4.結論
子どもは,養育者とのアタッチメントを持たずに育つことは
できない。虐待を受けた子どもが親に対して抱く気持ちは,
混乱し不安定である。養育者側も援助を必要とする弱者で
あり,その養育者からの援助なくして子どもは自己形成をす
ることができない。できるだけ早期にアタッチメント障害と考
えられる乳幼児への治療・支援をおこない,養育者にとって
の適切な支援の選択肢を整備することが今後の課題である。
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中国における養老問題に関する研究
～社区サービスを中心とする中国型の養老方式の推進～
李 造
キーワード:中国,社区サービス,高齢者介護
1.目的
本研究では,中国における養老問題の現状を調査し,中
国型の養老方式の構築について,在宅扶養を基礎としつつ,
社区サービスによる養老方式の可能性と問題点を考察する.
とくに高齢者を対象とする社区サービスの現状と課題の焦点
をあてる。
2.研究方法
文献研究によって,中国の都市部での高齢者介護に関
する先行研究と資料から問題点を整理し,高齢者向けの社
区サービスの現状について把握した。さらに,中国の高密
市における三箇所の社区エリアで83名の中年・高齢者への
質問紙調査と,社区の責任者への面接インタビュー調査を
行った。
3.結果と考察
質問紙調査から,中年・高齢者自身は社区サービスにつ
いて十分な情報を得ておらず認識が低く,結果的に社区
サービスの利用が高齢者に定着していないことが判った。
社区サービスそのものについては,地域への広報が十分で
なく,サー ビス内容の専門性も改善の余地があることが明ら
かになった。
4.結論
高齢者への「社区服務Jは社会的コストの軽減が期待され,
日常生活の場である基層「社区」では,住民の自助・互助に
より地域密着型の工夫が模索されている.中国の社区服務
事業は移行経済のもとで始まった新しい事業であり,少子化
と高齢化という切迫した社会事情がある都市社会に欠かせ
ない地域福祉事業でもある。
高齢者自身は子どもたちを頼り1こしており,老後は入居施
設よりも在宅での生活を強く希望している.このため,高齢
者ができるだけ長く在宅で暮らせるよう,社区サービス活動
を充実させることは重要である.社区サービスが地域住民
によりよく認識されるには,例えば,テレビその他のメディア
を活用しての広報活動にも取り組むる要がある.社区は居
民委員会が管理し財源は地方政府から得ており,政府は社
区による高齢者福祉サービスの実施の全過程について,重
要な位置を占めている。
50 最新社会福祉学研究 第■号 2016
吉備国際大学大学院社会福祉学研究科修士課程
中国における地域高齢者支援デイサービスに関する
一考察 ～日本との比較をお、まえて～
李 尚衡
キーワード:中国,高齢者デイサービス,地域支援
1.目的
中国の社区老年人日同照料中心 (以下では社区日間介
護センター )は社会養老体制と社区養老サービスを統合し
ている。一方,中国の社区日間介護センターは発足したば
かりで,政府の政策上の問題およびセンター で働く職員は専
門的な知識が足りないなどの問題がある。本研究では日本
のデイサービスを参照しつつ,中国の社区日間介護セン
ター ヘの適用性を考察し,改善策を提案する.
2.研究方法
文献研究とインタビュー およびアンケート調査によって,中
国の社区日間介護センターを中心に考察し,日本のデイ
サービスとの参照も行う.
3.結果と考察
中国での調査研究からは,現在の社区日間介護センター
についての社会認知度が低いこと,高齢者介護に関する専
門的な知識を十分に有する職員が少ないこと,適切な利用
料金の制度が整備されていないこと,センター においてバリ
アフリー な環境づくりがまた出来ていないこと,という4つの問
題点が明らかになった.
4.結論
中国の日間介護センター の向上のためには,(1)地域社
会への広報を強化し,社区日間介護センターの認知度を高
めること,(2)社区日間介護センター に要介護レベル評価
体系を応用すること,(3)専門職育成を強化し,高齢者ら
のニーズを満たすこと,(4)社区日間介護センター内の介
護施設や設備を改善することが重要である。
日本のデイサービスとの参照からの示唆により,要介護レ
ベル評価体系を社区日間介護センター にも応用することで,
利用者のニーズを的確に把握できると期待される。
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障がい者就労支援における意思決定支援の現状と課題
―就労支援従事者に焦点を当てて―
近藤 益代
キーワード:障がい者,就労支援,意思決定支援
1研究目的
本研究では,就労支援を提供する側である障害者就労
支援事業所,また就労支援従事者 (以下,支援員)に焦点
を当て,意思決定支援の現状と課題を明らかにする.決定
プロセスでの協働の在り方を考察し,「障がい者就労支援に
おける意思決定支援の枠組みJを提言することを目的とする.
2.研究方法
障がい者福祉領域における意思決定支援の先行研究や
関連資料を分析,整理した,調査は2段階構成とし,障が
い者就労支援における意思決定支援の実情と支援貝の意
識を把握することを目的に,サー ビス管理責任者研修(就労
支援分野)受講生94名を対象に質問紙調査を実施した。次
に質問紙調査で承諾を得られた3名に個別インタビュー調
査を宴施した。
3.結果と考察
調査結果の特徴は,以下4点である.①支援員の意識は
支援対象者との「今,ここJの関わりに集中しているが,②支援
貝個人の努力傾向は地域の変革など,メゾ領域を意識して
いる。③支援員は協働決定プロセスヘの積極的関与を望む
が,④不安を抱きながらの支援であるため,「事業所内のチー
ムワー ク」と「人間関係を意識する」取組みで支えられている。
「障がい者就労支援における決定プロセスでの協働の在り
方」は,①試行錯誤で支援対象者の納得を積み重ねる,②
情報と選択肢を分けて捉える,③支援対象者の変化を支持
する,④長期的な展開を見据えた働きかけ,⑤支援員が所
属する就労支援機関内外のチームワー クに整理された。「障
がい者就労支援における意思決定支援の枠組み」は,1.動
機,2.情報提供,3.プロセス,4.試行錯誤,5.信頼関係,6.
相互関係の6つの要素と,a.支援対象者,b.支援員 (所属
就労支援機関),c協働決定に必要なその他の者,d.支援貝
の所属就労支援機関のある地域社会の4者で構成される。
4者の協働領域から拡大された社会において「充実した豊
かな人生の継続Jを目指す支援が望ましいと理解された.
4.結論
「意思決定支援」という言葉の登場は社会福祉基礎構造改
革以後のパラダイムチェンジを深める契機であると考えられ
る。意思決定支援には不確実性が伴うため,協働と支援対
象者の存在が必然である。この点を強調し,人生の質の向上
を目指す本来のソー シャルワー クがなされることが期待される.
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精神保健福祉領域における権利擁護と障害の社会モデル
～当事者主権のエンパワメントと就労の在り方に焦点をあてて～
松谷 光太郎
キーワード:精神保健福祉 権利擁護 就労支親障害
の社会モデル
1.研究目的
精神保健福祉ユーザーがどのような現状に置かれている
のか,今後どのような支援や制度・施策があ要となるのかを
明らかとした.支援に当事者が関与できること,そしてピア
やセルフアドボカシー,セルフヘルプ活動によってあ要とな
る支援について探求する。
2.研究方法
就労の場面で権利をどのように擁護していくべきか,権利
擁護活動の動向や,障害者の権利条約等を参考として文
献研究を行いつつ,当事者への聞き取り調査を行い,精神
障害者の就労場面においてどのような権利擁護活動が重要
なのかを追究した。
3.結果と考察
主に就労支援と権利擁護に焦点を当て,就労支援の際
の権利擁護を尊重した支援を行ううえでは文献研究とインタ
ビュー調査の分析から次のような6項目の視点がる要であ
る。その項目は,1,社会参加,2.障害の社会モデル,3.当事
者主体のピアサポート,4.権利擁護,5.障害受容,6合理
的配慮である.
4.結論
社会参加のうえでは権利を擁護する重要性を地域社会
が認知するネ要があり,普及 。啓発活動も重要となる。当事
者主権の支援を推進していくうえでは権利擁護やエンパフ
メントなどの視点が必要となる。また,合理的配慮などの視
点も就労支援には重要となる。障害者を排除するのではなく
認め,エンパワメントする視点を支援体制に盛り込み社会モ
デルの視点を生かす必要がある。近年当事者活動の1つ
としてピアサポートが認識されてきている現状ではあるが,
ピアサポーターなどの当事者が介入できる支援の在り方が
今後一層重要になることが明らかになった。
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「中学生の親性準備性学習の検討」
一乳児とのお、れあい体験学習やいのちの授業の
継続性・波及性との関連要因一
藤原 美輪
キーワード:親性準備性,中学生,乳児,ふれあい体験学習
1.研究目的
児童虐待防止対策として,中学生に対する親性準備性
学習,特に,乳児とのふれあい体験学習やいのちの学習に
おける学習の継続や波及性,また,親性準備性に影響を及
ぼす要因について検証し,実践への示唆につなげる一助と
する
2,研究方法
先行研究の文献検討を行い,親性準備性学習の課題を
確認し,次に調査研究を行った,財務省ホームページ閲覧
等により先行事例を検索し,関東圏NPO法人,関西圏自治
体の委託助産師,中部圏の市保健師2名,関西圏助産院
長の計4施設5名を対象に選定した.これらの者を対象に
半構成化面接をおこない,得られたデーター をエスノグラフィ
を参考に分析した.分析結果から,親性準備性,親性準備
性学習の継続性・波及性と関連する要因について考察した。
3.結果と考察
親性準備性に関連のある鍵概念として,【乳児とこころが
響き合い信じあえる関係形成】【泣き行動への対処法習得に
よる安心感】【生徒の成熟度や学習到達度に合わせた支援
方法】が生成され,見出しとして,≪乳児への共感的かか
わり≫ ≪伴走的役割を担う支援者≫ が生成された。親
性準備性学習の継続性に関連する鍵概念として 【生まれて
きたことへの感謝と自尊感情】【生徒が描く将来のライフスタ
イルや親イメー ジの具体化】が生成された。親性準備性学
習の波及性と関連のある鍵概念として,【世代を越えて生
徒・保護者・支援・ボランティアが協働して地域の社会的役
割を果たす】が生成され,見出しとして,≪思春期の二面
性≫ ≪同調的・協働的なななごんだ空間≫ ≪乳児・生
徒・グスト保護者に向けられるボランティアのあたたかなまな
ざし≫ ≪世代間継承への強い思い≫ が生成された,
4.結論
親性準備性学習は,支援者・保護者・地域のボランティア
等の世代継承への思いが継続されることによって,その地域
における親性準備性育成の定着化につながる。親性準備性
学習の波及性は,学習プログラムの効果が地域住民にとっ
ても児童虐待防止と地域の子育て支援によい影響をもたらす
効果が認められた.
これらのことより,成熟社会の実現に向かう地域コミュニテ
ィにおける親性準備性学習の意義が示唆された.
介護保険制度におけるリハビリテーションの役割
～介護老人保健施設の現状と課題について～
吉川 記永
キーワー ド:介護保険制度,介護老人保健施設,リハビリ
テーション
1.目的
介護保険制度は2000年に創設され,「介護の社会化」は
日本で浸透してきている。しかし,サー ビスの増大に伴い介
護給付費も増大している.社会保障費の増大を抑制するた
めに,介護報酬は引き下げられ,サー ビスの提供か縮小し
家族の介護負担が増大することが危惧される。本研究では
介護老人保健施設 (以下老健)のリハビリテーション(以下リ
ハ)に視点を当て,リハ職種(理学療法士,作業療法士,言
語聴覚士)の制度やサービスに関する問題意識と,その間
題に対する取り組みを明らかにした。リハ職種が抱えている
問題点から,限られた財源を有効に使用するための提言を
行った.
2.研究方法
介護保険が誕生した背景,高齢者のリハについて,介護
保険におけるリハ職種の役割を文献から研究を行った。また,
老健のリハ職種に対して制度に関する質問紙調査を行った。
調査は,兵庫県内老健21施設,148名のリハ職種に実施した。
3.結果と考察
20施設,137名から回答が得られ,回収率は92.5%であっ
た。多くのリハ職種は利用者のリハに対して「時間や回数が
不足している」,利用者や家族,多職種,一般の人によって
「リハの効果に対する理解に違いがあるJと思っていることが
分かった。症例によつてリハの関わりに変化があるが,対応
する制度や方法がないことに疑問や問題意識を持っており,
そのような中で,リハの効果を理解してもらう取り組みを行っ
ている。また,リハ職種が老健の業務で心要と感じているこ
とは,「老健の理念と役割Jに基づいており,地域に根ざした
リハの発展を課題としていることが分かつた。
4.結論
リハ職種から抱えている問題から,維持期(生活期)のリハ
の評価方法はEBMを考慮して,客観的な評価,経験的・主
観的な意見のブラッシュアップ,施設の体制の3つを加味し
た評価方法を構築する必要がある.また,地域の拠点であ
る地域包括支援センター (以下包括)と老健が積極的に関
わることにより,地域の社会資源を知ることができ自宅復帰
後や通所リハ終了後の利用者に継続した支援が行える.限
られた財源を有効に使用するためには,維持期 (生活期)の
リハの評価方法の確立と包括との関わりが必要である.
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高齢化した中国帰国者の老後の問題点
および支援方法について
～A県の中国帰国者「支援・交流センター」に
通所している中国帰国者―世。二世と
その配偶者を対象とした調査を通して～
明石 寧江
キーワード:中国帰国者,高齢化,介護保険制度,ネット
ワー ク,支援方法
1.研究の背景と目的
中国帰国者らは中高年となってから日本への帰国となっ
たため,社会適応ができないまま不安な老後を迎えている。
本研究は彼らの老後の介護ニーズなどを明らかにし,支援
方法を考察し,中国帰国者のQOLの向上に結び付けること
を目的としている。
2.研究方法
A県の中国帰国者「支援・交流センターJの教室内で,個
人情報保護と倫理的配慮のもとで57名の方の協力を得て,
アンケート調査を実施した。また,アンケートに表れない帰国
者の「思い」を把握するために,5名に対して,電話による聞
き取り調査も併せて実施した。
3.結論と今後の課題
帰国が遅れた中国帰国者らは帰国してから15年を経って
も日本語が不自由であり,日本の社会保障制度などもなか
なか理解できない。情報不足や,文化の違いなどで,社会
的に排除された状況になっている.地域の住民や専門家が,
異文化理解を進めることが必要である。そして,中国帰国者
の老後の支援は,本人だけを対象者にすることではなく,
ソー シャルワー クの視点から家族単位で包括的な援助すべ
きである。中国帰国者向けの介護施設を立ち上げて入居す
るより,住み慣れた地域で安心して老後を過ごせるために,
個々のエーズに対応したネットワー ク作りが重要な課題となっ
ていることが示唆された。
今後,通所していない中国帰国者の研究をしたいと考え
ている。また,在日外国人も公平に福祉サービスを受けられ
る体制を整えるる要があるため,多文化適応できるソー シャ
ルワー カーの養成プログラムも今後の日本社会にとって重要
であろう.
修士論文の概要 5Э
認知症者の要介護度と介護時間及び
負担感の関係性に関する研究
―AttBttC介護老人保健施設の場合―
大谷 明弘
キーフード:認知症要介護度判定基準,介護時間,介護
負担感,感情労働
1.研究の背景と目的
介護保険法の要介護度判定基準は,介護に要する標準
的時間とされているが,認知症者の介護においては「平均
介護時間J及び「職員の覚える介護負担感」が要介護度に
反映しているのか,について検証することを目的とした。
2.研究方法
C介護老人保健施設の利用者80人を対象として,実介護
時間の実測及び介護負担感(三件法)を調査した.また,負
担を覚える介護行為やその理由等細部に関することについ
ては聞き取り調査を実施した。
3.結論と今後の課題
認知症の有無にかかわらず要介護度と平均介護時間は
正の相関を示した.結果「認知症者は非認知症者と比較し
て軽度判定されていない」ことが示唆されたが,介護負担感
については「要介護度や身体的介助量に比例しておらず,
現行の要介護度判定基準が介護負担感を反映していないJ
ことが明らかになった。また,介護負担感の要因となる項目と
しては,認知症に伴うBPSD項目として,「所在不明の恐れ」
など7項目が挙げられた。一方,BPSD以外の項目としては,
「頻回なトイレ通いに対する介助J「皮膚剥離の危険」など3
項目が挙げられた,本研究では,いわゆる三大介護と言わ
れる「排泄J「入浴」「食事」に加えて「要介護5Jに対して介
護負担感が低い結果にはなった。これにより,介護負担感は
肉体労働よりも精ネ申的な負担を伴う感情労働が要因である
ことが示唆された。さらに,多床室故に発生する利用者間の
トラブルや,時間で決められたルーティン業務故にそれを遮
断する頻回な呼び出し等その置かれている環境にも原因が
あることが示唆された。
本研究において,HDS―R得点が唯一平均介護時間及び
介護負担感の双方を反映していることが明らかになったが,
これについては,他施設でも今後検証していくる要がある。介
護負担感を軽減していくことは極めて重要であるが,介護負
担感を覚えない介護が必ずしも良い介護とは言えない。今後
は,介護負担感を反映させた新たな要介護度判定の仕組み
を再構築することにカロえ,個別的状況を踏まえた支援の実施,
職員に対する認知症介護教育の充実が求められる。本研究
において明確となった介護負担感要因項目に対して新たな
介護報酬を位置づけることで,介護の質の向上に加えて,最
終的には虐待防止や離職防止にも資するものと考える。
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医療ソーシャルワー カーの職務満足度の検証
米倉 康佑
キーワード:MSW,職業意識,業務理解,裁量度,職業
満足度
1.研究目的
本研究では,MSWの業務裁量の現実的状況,職業意識
や職務満足等の心理面の詳細な状況確認が必要であると
考え,職務状況に困難・葛藤問題があるのであれば,それ
がどのような要因によって生じているかを明らかにすることを
研究目的とした,
2.研究方法
九州・沖縄8県のMSWを対象に質問紙調査を実施し,
有効回答が得られた324名を調査対象とした。質問紙は,フ
ェイスシート,MSWの職業意識に関する質問項目(南2000),
業務理解 。裁量度に関する質問項目(黒田2010),職場環
境,職務内容,給与に関する満足感尺度 (安達1998)で構
成しSPSS20,OforWindowsにてデータ分析を行った.
3.結果と考察
各尺度の下位因子間を分析した結果,いくつかの因子間で
正の相関が見られた。以下に,結果の一例と考察を示す。
職務満足度の下位因子である職務内容と業務理解の関
係 (r=,49,p<01)。このことは次の二つのことを示唆していると
考えられる。一つ目は職務の内容に関する満足度はその職
務が所属組織の中でどのよう1こ理解されているかということと
関連しているということであり,二つ目は自分の仕事が周囲
にきちんと理解されているか否かが仕事をする際の満足度
に影響を与えているということである。この相関は,チー ム医
療の中核要素である「連携的対処J「協調性」を確実なもの
にするために,他職種の業務の意義を相互に理解しておくこ
とが不可欠であることを裏付けるものであつたと言える。
職務内容と業務裁量の関係 (r=.47,pく01).この結果は,
MSWの職務内容に関する満足度は業務裁量の多寡如何か
ら影響を受けていることを示唆している。つまり,MSWの業務
は,それに伴う裁量権がどの程度付与されているかが問題に
なってくるということである.業務の順当な遂行は裁量権の多
寡に左右され,自主的な対処も一定の裁量権がなければその
自由度は制限を受けることになる。また,業務遂行上,制限が
大きくなれば独自性のある対応も出来なくなるので,当然,職
務満足度も低下するという連動性がこの二つの囚子間にある
ことが予測される。このことは先行研究においても指摘されて
いた事柄であり,今回の結果によりその妥当性が確認された。
本研究は現職のMSWである筆者自身にとって他職種や
組織に対し専門性を示していくことの必要性と重要性を再確
認する貴重な機会となった。
